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１ 住宅事情の概要 

(1) 人口及び世帯数の推移 

平成 27 年の国勢調査では本県の人口は約 2,844 千人となり，人口減少局面を迎えている。 

このうち 65 歳以上の高齢者の割合は 27.5%と上昇傾向にあり，全国値を 0.9 ポイント上回る

ペースで高齢化が進行している。 

一方，平成 27年世帯数は約 1,209 千世帯（一般世帯）で，一定の増加傾向を維持している。 

これは，世帯規模の縮小に伴うもので，１世帯あたり人員は，平成 27 年で 2.29 人／世帯と

なっている。 

 

(2) 世帯の動向 

世帯の動向について，家族類型別世帯数割合の推移をみると，単身世帯，夫婦世帯等少人数

の世帯の割合が高まりつつある。 

特に高齢単身及び高齢夫婦世帯の割合は，平成 27年で合わせて 25.5％で，平成７年以降 20

年間で 10.5 ポイント上昇しており，今後，これらの高齢者世帯の増加に対応した住宅対策が重

要な課題となる。 

 

  

注-1：国勢調査による。 

-2：高齢化率は全人口のうち 65 歳以上の人口の割合 
注 -1：国勢調査による。 

-2：世帯数，世帯規模は一般世帯数 

-3：昭和 50 年の世帯数は，普通世帯及び単身の準世帯。 

注-1：国勢調査による。 

-2：世帯数は一般世帯 

-3：夫婦と子には，片親と子を含む 
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(3) 住宅数の推移 

本県の住宅数は，平成 30年時点で約 1,431 千戸あり，増加傾向にある。 

このうち空き家は約 216 千戸で，空き家率は 15.1％であり，増加傾向にある。 

 

(4) 居住水準 

居住面積水準の状況は，平成 25 年時点で最低居住面積水準未満世帯の割合が 6.1%，最低居

住面積水準以上誘導居住面積水準未満が 32.9％，誘導居住面積水準以上が 58.9％となっている。

（最低居住面積水準・誘導居住面積水準については，住生活基本計画に定める水準による。） 

平成 20 年から，最低居住面積水準未満の割合が著しく上昇しているのは，平成 15 年までは

住宅建設五箇年計画による居住水準に基づく水準としていたものが，平成 20 年から住生活基本

計画による居住水準に基づく水準による数値としたことによる最低居住面積水準の面積増加が

一因と考えられる。 

 

 

住生活基本計画による居住面積水準 

住宅建設五箇年計画による居住水準 

注－１：昭和 63 年～平成 15 年の数値は，住宅建設計画法に基づく住宅建設五箇年計画に定める居住水準及び誘導居住水準に
よる数値とした。住生活基本計画に基づく水準と比較すると，後者の水準面積が増加しており，特に単身者の最低居
住面積水準が 18㎡から 25㎡に増加している。 

－２：昭和 63年及び平成５年は住宅統計調査，平成 10年以降は，住宅・土地統計調査による。 
－３：割合は，主世帯数に対するもの 
－４：昭和 63年の誘導居住水準は，共同住宅は都市居住型，その他は一般型で集計した。 
－５：抽出調査のため，図中数値は必ずしも 100％にはならない。 

    

   

同居世帯あり 

図 住宅数の推移（広島県） 

同居世帯なし 

一時現在者のみ 空家 建築中 

   平成 10 年 

1,198,300 戸 

   居住世帯なし 165,600 

   同居世帯あり 6,900 
156,600 
(空き家率 13.1％) 

建築中 3,200 

   一時現在者のみ 5,800 

   1,025,700 

   3,100 

   6,600 

  平成 20 年 

1,356,300 戸 

   居住世帯あり 1,147,600 
   居住世帯なし 208,700 

198,300 
(空き家率 14.6％) 

   7,300 

   1,141,000 

   居住世帯あり 1,032,700 

   1,500 

215,600 
(空き家率 15.1％)    4,800 

   5,600 

   居住世帯なし 221,900 

  平成 30 年 

1,430,700 戸 

   居住世帯あり 1,208,800 

   1,203,100 

図 規模別住宅数の推移（広島県） 

平成 10 年 

平成 20 年 

平成 30 年 

注 1：平成 10 年～平成 30 年住宅・土地統計調査による。 

注 2：抽出調査のため，図中数値は合計値と一致しない。 

29m2以下 30～49m2以下 50～69m2以下 

70～99m2以下 100～149m2以下 150m2以上 

161,600 

196,000 

114,900 

153,400 154,000 

238,000 

173,600 

224,900 

122,600 

147,100 175,700 

287,900 

185,100 

251,300 

120,300 

154,200 160,900 

302,500 
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２ 「住生活基本計画（広島県計画）」の概要 

「住生活基本計画（広島県計画）」は，住生活基本法第 17条第１項に基づき，県民の住生活の安

定の確保及び向上の促進に関する計画として策定しており，国が策定する全国計画に即して，本県に

おける施策の基本的な方針，地域特性に応じた目標・施策を定めている。平成 28 年３月に行われた

全国計画の変更を受け，平成 29 年３月，広島県計画を策定した。 

(1) 計画の位置づけと計画期間 

「ひろしま未来チャレンジビジョン」の目指す姿の実現に向けて策定している，「社会資本

未来プラン」等やそれらに基づく各種の事業計画で定めている施策を反映し整合を図っており，

計画期間を平成 28年度から令和７年度としている。 

 

(2) 計画の概要 

ア 基本理念 

「誰もが生き生きと暮らせる居住環境の実現」 

イ ６つの施策目標と目指す姿 

(ｱ)  多様な人材をひきつける魅力的な居住環境の整備 

・ライフステージの変化など住まいに対するニーズに応じた多様な住まい選びが可能と

なる，豊かで魅力ある居住環境が整備されています。 

(ｲ)  次世代に継承される質の高い住宅ストックへの更新 

・長期優良住宅等の普及により，将来にわたり活用される安全で質の高い住宅が供給さ

れています。 

・既存住宅の適切な維持管理やニーズに応じたリフォーム等の実施により，安全性や質

の向上が図られています。 

・マンションの適切な維持管理の実施や建替えが進み，安全性や質の向上が図られてい

ます。 

・空き家の発生抑制や適性管理等が進み，良好な居住環境が保たれています。 

(ｳ)  良質で魅力的な住宅ストックが評価され流通する住宅市場の整備 

・既存住宅の品質や魅力に関する情報が消費者に分かりやすく提供され，価値のある住

宅が流通する環境が整っています。 

・リフォーム投資の拡大等により住宅市場が活性化し，多様なニーズに応える住生活産

業が発展しています。 

(ｴ)  結婚・出産を希望する若年・子育て世帯が安心して暮らすことができる住生活の実現 

・子育てしやすい居住環境が広く提供され，子育て世帯が安心して暮らすことができて

います。 

・結婚・出産を希望する若年世帯や子育て世帯が，収入や人数などの世帯の状況に応じ

て望む住宅を選択できる環境が整っています。 

(ｵ)  高齢者が自立して暮らすことができる住生活の実現 

・高齢者が安全に安心して生活できるよう，バリアフリー化等の高齢者に配慮した住宅

が改善・供給されています。 

・高齢者が望む地域において，住宅を確保することができる環境が整っています。 

(ｶ)  住宅の確保に特に配慮を要する者の居住の安定の確保 

・県と市町が連携して公営住宅を供給することにより，誰もが健康で文化的な生活を営

むための住宅を確保しています。 

・低額所得者，障がい者，外国人等のすべての方々が安心して民間賃貸住宅へ入居でき

る環境が整っています。 
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３ 主要住宅施策 

(1) サービス付き高齢者向け住宅の登録促進 

平成 23 年４月に改正された「高齢者の居住の安定確保に関する法律」に基づき，高齢者の居

住の安定を確保することを目的として，バリアフリー構造等を有し，状況把握サービス，生活

相談サービスその他高齢者が日常生活を営むために必要な福祉サービスを提供する「サービス

付き高齢者向け住宅」の登録制度が創設された。 

広島県，広島市，福山市及び呉市に登録窓口を設け，登録推進を進めている。 
 

       サービス付き高齢者向け住宅の登録件数及び戸数 

 H23～H28 H29 H30 R 元 計 

件数 

戸数 

203 

6,531 

14 

514 

10 

284 

5 

249 

232 

7,578 

  

(2) 子育てスマイルマンション認定制度の実施   

ア 目的 

多様な人材が集まる魅力的な生活環境の創出に向け，「広島県子育てスマイルマンション

認定制度」を創設し，子育てしやすいマンションの供給を促進するとともに，認定事例の情

報発信により，子育て世帯の意識醸成を図ることで，「子育てしやすい住まい環境」の整備

を促進する。 

イ 概要 

県内のマンションを対象に，住戸内及び共用部などの仕様や子育て支援サービス提供など

のソフト支援，立地環境において，子育てのしやすさに配慮したマンションを県が認定する。 

認定マンション購入者に対しては，金融機関と連携した優遇金利の適用の提供等特典の付

与が行われる。 

住宅供給者に対しては，認定を受けることで建築基準法に基づく総合設計制度を活用した

容積率緩和が行われる場合がある。 
 

子育てスマイルマンションの認定件数及び戸数 （ ）内は竣工認定数 

 

 

 
 

(3) 住宅確保要配慮者の居住の安定確保 

ア 居住支援協議会の活動 

低額所得者，被災者，高齢者，障害者，子育て世帯などの住宅の確保に特に配慮を要する

者（以下「住宅確保要配慮者」という）は，家賃の支払い能力に問題が無い場合でも死亡時

の対応や生活習慣の違いによる近隣トラブル等への懸念から，民間賃貸住宅への入居を拒否

されることが多い。 

こうした住宅確保要配慮者の居住支援を多様な主体が連携して行うため，地方公共団体や

関係事業者団体等を構成員とする，広島県居住支援協議会を平成 25年度に設立している。 

令和元年度は，賃貸人等へのセミナーの開催,セーフティネット住宅の登録促進に向けた

取り組み等を行った。 

イ あんしん賃貸支援事業の推進 

平成 20 年度から住宅確保要配慮者が入居できる民間賃貸住宅の仲介を行う不動産事業者

（協力店）及び居住支援に協力する団体に関する情報提供等を行っている。 

 

 H25～H27 H28 H29 H30 R 元 計 

件数 22  （19） 6 (2） 2 (4) 3（4） 4（2）    37（31） 

戸数 1,541（1,442） 307（55） 67(151) 122（225） 225（90） 2,262（1,963） 
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(4) 空き家問題への対応 

ア 空き家問題の現状 

人口減少・高齢化に伴い，全国的に空き家は増加しており，適切に管理されていない空き

家の増加によって，防災・防犯機能の低下，景観等の悪化など諸問題が発生している。一方

で，積極的な利活用を進めることによって，空き家は有用な資産にもなり得るものである。

平成 30 年時点で，広島県の空き家総数は 215,600 戸，空き家率は 15.1％（全国平均 13.6%）

となっている。 

イ 広島県空き家対策推進協議会の設立 

適切に管理されていない空き家が，地域住民の生活環境に深刻な影響を及ぼしていること

を踏まえ，県，市町及び関係団体による「広島県空き家対策推進協議会」を平成 26年６月

に設立し，空き家問題について全県的に取り組んでいる。令和２年２月には，同協議会にお

いて，「広島県空き家対策対応指針」を見直し，新たに県内市町共通の空き家対策の目標と

方向性を定めた。 

ウ 広島県空き家バンクウェブサイト「みんと。」の開設 

空き家の利活用を促進するため，各市町の空き家情報をとりまとめて発信する，ひろしま

空き家バンクウェブサイト「みんと。」を平成 29年３月に開設した。このウェブサイトで

は，空き家の検索機能のほか，最新の活用事例の紹介や，空き家の隠れた魅力をブログ形式

で紹介するコンテンツを発信している。 
 

ホームページ URL：http://minto-hiroshima.jp/ 
 

上記のほか，平成 28 年度より空き家活用検討事業として，専門家チームの市町や地域へ

の派遣やリノベーション研修会等を実施し，空き家の活用促進に取り組んでいる。 
 

４ 住宅建設事業等 

(1) 公営住宅の建設状況 

公営住宅法に基づき，住宅に困窮する低額所得者に対し低廉な家賃で賃貸することを目的とし

て，国の補助金を受けて建設を進めている。 

 
 

公営住宅の建設状況（最近５箇年間）                    （単位：戸，千円） 

累計
（Ｓ２３～Ｒ元）

27 0 0 64 0 91 21,627

(230)

629,978 420,253 58,856 280,406 1,138,010 2,527,503 ―

公営 着工戸数（戸） 180 180 0 0 218 578 41,076

3,575,911 3,575,911 0 0 4,493,442 11,645,264 ―

公営 着工戸数（戸） 207 180 0 64 218 669 62,703

4,205,889 3,996,164 58,856 280,406 5,631,452 14,172,767 ―

H27 H28 H29

事業費（千円）

（注）１．県営の公営欄の(　)数は内数でＰＦＩ事業による買取戸数である。
　　　２．事業費は国費対象の事業費ベースである。

公営 着工戸数（戸）

計

県

市
町 事業費（千円）

計
事業費（千円）

Ｒ元
年　度

区　分
H30
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県営住宅の建設状況                               （着工ベース 単位：戸） 

建設年度別 

 

Ｓ２３

～４5 

４６～ 

５０ 
５１～ 

５５ 
５６～ 

６０ 
６１～ 

Ｈ２ 
３～ 

７ 
８～ 

１2 
１３～ 

１７ 

１8～ 

２２ 

２３～ 

  ２7 
２8～ 

  Ｒ元 
累計 

(Ｓ23～Ｈ29） 

広 島 市 
4,547 
（470） 

4,052 
(３６０) 

１,６４６ ５０２ １８４ １４０ ２３７ 
２３８ 

〔１１０〕 
３５ １６２ 0 

11,７４３ 
〔１１０〕 
(８３０) 

広 島 市 周 辺 市 町 867 １９９ ４０ ４５８ ７４ １２２ ７８ 
６０ 

〔６０〕 
１１０ 

〔６０〕 
 

64 
２,０７２ 
〔１２０〕 

小  計 

5,414 
(470 

) 

４,２５１ 
(３６０) 

1,６８６ ９６０ ２５８ ２６２ ３１５ 
２９８ 

〔１７０〕 
１４５ 

〔６０〕 
１６２ 64 

１３,８１５ 
〔２３０〕 
(８３０) 

呉 市           724 
 

２１８ １５６ ５８ １５４ １０４ １２２  ７７ ２０  １,６３３ 

竹 原 市           203 
 

６０ ５０ ２０   ４４   ８４    ４６１ 

三 原 市           275 
 

３１２ ２８０ １３３ ８ ８    ４８    １,０６４ 

尾 道 市           368 
 

１０７ ２５６ ６０ ７０ ５８ ２４   ２０    ９６３ 

福 山 市           1,319 ９０５ ３１４ １４２ １４４ １０６ １３５     ３,０６５ 

府 中 市            
 

６０  ５ ５２ ２０      １３７ 

三 次 市           １６ ６０ ４０ ９２ ４７ ３６      ２９１ 

庄 原 市            
 

３０ ８０ ５２ ６ ８      １７６ 

大 竹 市           64 
 

６０ １７０         ２９４ 

東 広 島 市           ８２ １１９  ９６ ６０ ５８      ４１５ 

安 芸 高 田 市              １０ １０ ２０      ４０ 

江 田 島 市                ２      ２ 

安 芸 太 田 町              ４ １１ ４      １９ 

北 広 島 町              １６ １０ ４      ３０ 

世 羅 町               ８ １０      １８ 

大 崎 上 島 町                ６      ６ 

神 石 高 原 町               ８ ２０      ２８ 

小     計 3,051 １,９３１ １,３４６ ６８８ ５８８ ４６４ ３２５  １５２ ７７ ２０ 0 ８,６４２ 

     合    計 
8,465 
(470) 

６,１８２ 
(３６０) 

３,０３２ １,６４８ ８４６ ７２６ ６４０ 
４５０ 

〔１７０〕 
２２２ 

〔６０〕 
１８２ 64 

２２,４５７ 
〔２３０〕 
(８３０) 

（注）（ ）内は内数で，県営改良住宅分を表す。 

   〔 〕内は内数で，ＰＦＩ事業による買取戸数を表す。 

 

県営住宅の建替，住戸改善の実施状況                      (単位・戸) 

建設 

年度別 

区分 

S５１～５

５ 
５６～６０ 

６１～ 

H２ 
３～７ ８～１２ １３～１７ １８～２２ ２３～２７ 

２８～ 

Ｒ元 
累 計 

（Ｓ41～Ｒ元） 

建   替 ６０４ ６６１ １５２ ３７４ ６４０ 
４４１ 

〔１７０〕 

２２２ 

〔６０〕 
１８２ ６４ 

３，７３９ 

〔２３０〕 

住戸

改善 

増築 

 

改築 

 

計 

（ ― ） 

― 

（  ６） 

３６２ 

（  ６） 

３６２ 

（１３６） 

１３６ 

（ ― ） 

４１７ 

（１３６） 

５５３ 

（ ― ） 

― 

（ １０） 

４９８ 

（ １０） 

４９８ 

（ ― ） 

― 

（２７０） 

５８１ 

（２７０） 

５８１ 

（ ― ） 

― 

（  ９） 

５３７ 

（  ９） 

５３７ 

（ － ） 

－ 

（ １３６） 

１，２６２ 

（ １３６） 

１，２６２ 

（ － ） 

－ 

（ ３６４） 

１，７４１ 

（ ３６４） 

１，７４１ 

（ － ） 

－ 

（ １６５） 

１６５ 

（ １６５） 

１６５ 

（ － ） 

－ 

（ － ） 

－ 

（ － ） 

－ 

（  １３６） 

１３６ 

（  ９６０） 

５，５６３ 

（１,０９６） 

５，６９９ 

（注）１ （ ）内は内数で県営改良住宅分を表す。 

   ２ 〔 〕内は内数でＰＦＩ事業による買取戸数を表す。 

３ 改築の内には，昭和 62年度より，高齢者のための設備の設置を含む。 
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５ 県営住宅の管理状況等 

県営住宅は，令和２年３月 31 日現在で県内 12 市３町に 16,270 戸あり，住宅管理業務は，入居者

の募集，選考及び決定，家賃徴収，住宅の維持修繕等多岐にわたる。 

入居者の募集は，６・10・２月のほか必要に応じて行っている。また，募集に当たっては，新聞や

県・市町の広報誌等による広報活動を実施している。  

入居者の選考及び決定については，新築及び空家住宅とも公募のうえ公開抽選により入居者を決定

している。 

家賃等の徴収については，口座振替制度の普及，滞納者に対する電話や夜間・休日を含む戸別訪問

等による督促・納付指導，年２回の徴収強化月間の設定などにより，収納率の向上と長期滞納者の発

生の未然防止に努めるとともに，生活困窮者等の家賃負担能力の低い入居者に対しては，家賃減免制

度の利用を指導するなど，きめこまかい対応を図っている。 

また，長期滞納者については，住宅明渡請求訴訟等の法的措置を講じている。 

住宅の維持修繕については，日々の小規模な修繕等は速やかに対応するとともに，大規模修繕につ

いても，順次計画的に行っている。 

なお，複雑多様化している県営住宅の管理に対応することを目的とし，指定管理者制度を導入し，

管理業務の適正化と合理化を図っている。 

  

種別，構造別，所在地別県営住宅管理戸数       （令和２年３月 31日 現在）（単位：戸) 

所 在 地 団 地 数 
公 営 住 宅 ・ 改 良 住 宅 特 別 住 宅 

合 計 
中 耐 

 
高 層 小 計 低 耐 

広 島 市 31 
5,542 
〔136〕 

2,602 
〔650〕 

8,144 
〔786〕 

 
8,144 
〔786〕 

呉 市 11 742 221 963 1 964 
竹 原 市 4 198  198  198 
三 原 市 9 770  770  770 
尾 道 市 12 696  696  696 
福 山 市 14 1,979 90 2,069  2,069 
府 中 市 2 120  120  120 
三 次 市 5 211  211  211 
庄 原 市 3 160  160  160 
大 竹 市 3 230  230  230 
東 広 島 市 4 275 50 325  325 
廿 日 市 市 3 1,196  1,196  1,196 
安 芸 郡 海 田 町 3 278  278  278 
 〃   熊 野 町 2 477 208 685  685 
 〃  坂  町 4 54 170 224  224 

合    計 110 
12,928 
〔136〕 

3,341 
〔650〕 

16,269 
〔786〕 

1 
16,270 
〔786〕 

  ※〔 〕は改良住宅の戸数で内数 

 

６ 県営住宅応募倍率の推移 

  応募倍率は，平成 15 年度に 9.0 倍と高い水準であったが，平成 21 年４月の改正公営住宅法施行令

により入居者の収入制限の上限が低減されたこと，また，郊外の団地の申込者数が募集住宅の戸数を

下回る場合があること等によって，令和元年度は 1.8 倍，過去５年間では 1.8 倍から 4.1 倍の間で推

移している。 
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